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�愛媛県告示第１２４号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２５号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、次のとおり指定居宅介護支援事業者を指定した。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

発 行 愛 媛 県
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○ 道路の供用開始（県道六軒家石手線）……………………………………６７

○ 道路の供用開始（県道松山松前伊予線）…………………………………６８

○ 道路の区域変更（県道宇和島下波津島線）………………………………６８

○ 道路の供用開始（ 〃 ）………………………………６８

○ 道路の区域変更（県道長浜中村線）………………………………………６８

○ 道路の供用開始（ 〃 ）………………………………………６９
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○ 愛媛県県立学校教職員設置規則等の一部を改正する規則………………７１

教育委員会訓令
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雑 報

○ 危険物取扱者試験の実施に関する公示……………………………………７７

○ 消防設備士試験の実施に関する公示………………………………………７７

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サー ビ ス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０６７７４ 社会福祉法人円舞会 愛媛県松山市河野別府９０
５番地 短期入所生活介護 短期入所生活介護春の森 愛媛県松山市河野別府９０

５番地 平成１９年１２月１日

３８１３２１０１９６ 医療法人大西クリニック 愛媛県今治市大西町紺原
甲８２７番地１

通所リハビリテー
ション 大西クリニック 愛媛県今治市大西町紺原

甲８２７番地１ 平成１９年１２月１日

３８７０５００７２９ 有限会社オフィスワン 愛媛県新居浜市篠場町１０
番２３号 通所介護 オレンジケアステーショ

ン
愛媛県新居浜市篠場町１０
番２３号 平成１９年１２月１日

３８７０５０１７９２ 株式会社ふじ 愛媛県新居浜市久保田町
一丁目８番１２号 通所介護 デイサービスセンター

「デイサン」
愛媛県新居浜市久保田町
一丁目８番１２号 平成１９年１２月１日

３８７０１０６７９０ 株式会社まごの手本舗 愛媛県松山市北土居町４７
３番地３ 訪問介護 ヘルパーステーションぴ

ゅあ
愛媛県松山市星岡三丁目
２番１６号メゾン星岡２０３
号

平成１９年１２月７日

３８７０４００６８０ 有限会社タカハシ 愛媛県八幡浜市１５１０－５３ 訪問介護
有限会社タカハシ指定訪
問介護ステーションもも
たろう保内

愛媛県八幡浜市保内町川
之石２－２１－４ 平成１９年１２月１２日

３８１０２２８２６６ 医療法人隆典会 愛媛県今治市別名２７４ 訪問看護 片木脳神経外科 愛媛県今治市別名２７４ 平成１９年１２月２１日

毎週（火・金）曜日発行 第１９３５号 平成２０年２月５日

平成２０年２月５日火曜日 第１９３５号

愛 媛 県 報
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�愛媛県告示第１２６号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者を指定した。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２７号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事業所の名称を

変更した旨の届出があった。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２８号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事業所の所在地

を変更した旨の届出があった。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護 支 援
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０６７８２ 社会福祉法人アテーナ会 愛媛県松山市保免中三丁
目３番２３号 居宅介護支援 居宅介護支援事業所アテ

ーナ
愛媛県松山市保免西一丁
目７番１５号ハイカムール
保免１０１号

平成１９年１２月１日

３８７１３００４００ 株式会社クリーンテック 愛媛県西条市ひうち１８番
地９ 居宅介護支援 株式会社クリーンテック

居宅介護支援事業所
愛媛県四国中央市中之庄
町６２１－１ 平成１９年１２月１日

３８７０４００６７２ 有限会社タカハシ 愛媛県八幡浜市１５１０－５３ 居宅介護支援
有限会社タカハシ指定居
宅介護支援事業所ももた
ろう保内

愛媛県八幡浜市保内町川
之石２－２１－４ 平成１９年１２月１２日

介 護 保 険
事業者番号

指定介護予防サービス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０６７７４ 社会福祉法人円舞会 愛媛県松山市河野別府９０
５番地

介護予防短期入所
生活介護 短期入所生活介護春の森 愛媛県松山市河野別府９０

５番地 平成１９年１２月１日

３８１３２１０１９６ 医療法人大西クリニック 愛媛県今治市大西町紺原
甲８２７番地１

介護予防通所リハ
ビリテーション 大西クリニック 愛媛県今治市大西町紺原

甲８２７番地１ 平成１９年１２月１日

３８７０２０１３５１ 医療法人生きる会 愛媛県今治市北宝来町二
丁目４番地９

介護予防短期入所
生活介護 ケアセンターいきいき 愛媛県今治市北宝来町三

丁目２番地１２ 平成１９年１２月１日

３８７３２００９４７ 上島町 愛媛県越智郡上島町弓削
下弓削２１０番地

介護予防短期入所
生活介護 上島町老人短期入所施設 愛媛県越智郡上島町生名

３６３７番地 平成１９年１２月１日

３８７０５００７２９ 有限会社オフィスワン 愛媛県新居浜市篠場町１０
番２３号 介護予防通所介護 オレンジケアステーショ

ン
愛媛県新居浜市篠場町１０
番２３号 平成１９年１２月１日

３８７０５０１７９２ 株式会社ふじ 愛媛県新居浜市久保田町
一丁目８番１２号 介護予防通所介護 デイサービスセンター

「デイサン」
愛媛県新居浜市久保田町
一丁目８番１２号 平成１９年１２月１日

３８７０１０６７９０ 株式会社まごの手本舗 愛媛県松山市北土居町４７
３番地３ 介護予防訪問介護 ヘルパーステーションぴ

ゅあ
愛媛県松山市星岡三丁目
２番１６号メゾン星岡２０３
号

平成１９年１２月７日

３８７０４００６８０ 有限会社タカハシ 愛媛県八幡浜市１５１０－５３ 介護予防訪問介護
有限会社タカハシ指定訪
問介護ステーションもも
たろう保内

愛媛県八幡浜市保内町川
之石２－２１－４ 平成１９年１２月１２日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サー ビ ス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日

名 称
所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８７０３００４６８ 株式会社トーカイ 香川県高松市鶴市町２０２５
番地３

福祉用具
貸与

株式会社トーカイ宇
和島出張所

株式会社トーカイ宇
和島営業所

愛媛県宇和島市保手二
丁目７－１６

平成１９年
１１月１日

３８７０３００４６８ 株式会社トーカイ 香川県高松市鶴市町２０２５
番地３

特定福祉
用具販売

株式会社トーカイ宇
和島出張所

株式会社トーカイ宇
和島営業所

愛媛県宇和島市保手二
丁目７－１６

平成１９年
１１月１日

愛 媛 県 報平成２０年２月５日 第１９３５号
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�愛媛県告示第１２９号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５の規定により、指定介護予防サービス事業者から、次のとおり指定介護予防サービス

事業所の名称を変更した旨の届出があった。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３０号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５の規定により、指定介護予防サービス事業者から、次のとおり指定介護予防サービス

事業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３１号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事業を廃止した

旨の届出があった。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サー ビ ス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８７０２００７００ 有限会社武吉 愛媛県今治市横田町一丁
目６番３号 訪問介護 武吉ホームヘルプサー

ビス今治
愛媛県今治市郷新屋
敷町五丁目３番２号

愛媛県今治市郷新屋
敷町二丁目２番５号

平成１９年
１２月１７日

介 護 保 険
事業者番号

指定介護予防サービス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日

名 称
所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８７０３００４６８ 株式会社トーカイ 香川県高松市鶴市町２０２５
番地３

介護予防
福祉用具
貸与

株式会社トーカイ宇
和島出張所

株式会社トーカイ宇
和島営業所

愛媛県宇和島市保手二
丁目７－１６

平成１９年
１１月１日

３８７０３００４６８ 株式会社トーカイ 香川県高松市鶴市町２０２５
番地３

特定介護
予防福祉
用具販売

株式会社トーカイ宇
和島出張所

株式会社トーカイ宇
和島営業所

愛媛県宇和島市保手二
丁目７－１６

平成１９年
１１月１日

介 護 保 険
事業者番号

指定介護予防サービス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８７０２００７００ 有限会社武吉 愛媛県今治市横田町一丁
目６番３号

介護予防
訪問介護

武吉ホームヘルプサー
ビス今治

愛媛県今治市郷新屋
敷町五丁目３番２号

愛媛県今治市郷新屋
敷町二丁目２番５号

平成１９年
１２月１７日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サー ビ ス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定居宅サービス事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８６３５９０９９２ 有限会社コミュニティー
ハウス

愛媛県松山市北条５８８番
地３ 訪問看護 訪問看護ステーションの

どか
愛媛県伊予郡松前町大字
北黒田字石山１７３番地１ 平成１９年４月３０日

３８１３９１０２４１ 医療法人鈴木外科 愛媛県宇和島市吉田町北
小路甲９６番地２ 短期入所療養介護 鈴木外科 愛媛県宇和島市吉田町北

小路甲９６番地２ 平成１９年１１月３０日

３８７０５００６４６ 株式会社サン 愛媛県新居浜市久保田町
１－８－１２ 福祉用具貸与 株式会社サン福祉用具貸

与サービス
愛媛県新居浜市中須賀町
１－４－２５ 平成１９年１１月３０日

３８７０５００６４６ 株式会社サン 愛媛県新居浜市久保田町
１－８－１２ 特定福祉用具販売 株式会社サン福祉用具貸

与サービス
愛媛県新居浜市中須賀町
１－４－２５ 平成１９年１１月３０日

３８７３０００１２３ 有限会社オフィスワン 愛媛県新居浜市篠場町１０
番２３号 通所介護 デイサービスみどり 愛媛県四国中央市土居町

上野２１６２番地１ 平成１９年１１月３０日

３８１０７１０１４９ 医療法人神南会 愛媛県大洲市新谷町１８ 訪問介護 久保内科循環器科 愛媛県大洲市新谷町甲１８ 平成１９年１２月１日

３８６０１９０３９０ 医療法人友朋会 愛媛県松山市溝辺町甲３３
１番地 訪問看護 訪問看護ステーションり

つりん
愛媛県松山市畑寺町１２－
１０ 平成１９年１２月５日

３８７０１００５７９ 社会福祉法人愛寿会 愛媛県松山市東方町８１３ 訪問入浴介護 訪問入浴サービス愛寿荘 愛媛県松山市東方町８１３ 平成１９年１２月１５日

愛 媛 県 報平成２０年２月５日 第１９３５号
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�愛媛県告示第１３４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定に

より、松山市、東温市及び砥部町地域に係る県営土地改良事業計画

を変更したので、同条第６項において準用する同法第８７条第５項の

規定により、次のとおり土地改良事業変更計画書の写しを縦覧に供

する。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農林漁業用揮発油税財源身替農道整備事業・

松山南部地区）変更計画書の写し

２ 縦覧期間

平成２０年２月６日から３月５日まで

３ 縦覧場所

松山市役所、東温市役所及び砥部町役場

�������
�愛媛県告示第１３５号
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第２０条の規定に基づき事業

の認定をしたので、次のとおり告示する。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 起業者の名称 松山市

２ 事業の種類 （仮称）松山市保健センター南部分室及び南部児

童センター整備事業

�愛媛県告示第１３２号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５の規定により、指定介護予防サービス事業者から、次のとおり指定介護予防サービス

事業所を廃止した旨の届出があった。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３３号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１３条の規定により、次のとおり指定介護療養型医療施設の指定の辞退があった。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

３８７１００００９１ 社会福祉法人愛寿会 愛媛県松山市東方町８１３ 訪問入浴介護 訪問入浴サービス伊予あ
いじゅ

愛媛県伊予市宮下１２２４－
１ 平成１９年１２月１５日

３８７０１０６６７５ 有限会社ティーエムコー
ポレーション

愛媛県松山市北斎院町１０
７２番地１ 通所介護 マウマカンデ菫 愛媛県松山市枝松三丁目

１番１３号 平成１９年１２月２１日

３８６０１９０６３０ 社会福祉法人松山紅梅会 愛媛県松山市北梅本町１６
２４－１ 訪問看護 訪問看護ステーション梅

本の里
愛媛県松山市北梅本町１６
２４－１ 平成１９年１２月２６日

介 護 保 険
事業者番号

指定介護予防サービス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定介護予防サービス事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８６３５９０９９２ 有限会社コミュニティー
ハウス

愛媛県松山市北条５８８番
地３ 介護予防訪問看護 訪問看護ステーションの

どか
愛媛県伊予郡松前町大字
北黒田字石山１７３番地１ 平成１９年４月３０日

３８１３９１０２４１ 医療法人鈴木外科 愛媛県宇和島市吉田町北
小路甲９６番地２

介護予防短期入所
療養介護 鈴木外科 愛媛県宇和島市吉田町北

小路甲９６番地２ 平成１９年１１月３０日

３８７０５００６４６ 株式会社サン 愛媛県新居浜市久保田町
１－８－１２

介護予防福祉用具
貸与

株式会社サン福祉用具貸
与サービス

愛媛県新居浜市中須賀町
１－４－２５ 平成１９年１１月３０日

３８７０５００６４６ 株式会社サン 愛媛県新居浜市久保田町
１－８－１２

特定介護予防福祉
用具販売

株式会社サン福祉用具貸
与サービス

愛媛県新居浜市中須賀町
１－４－２５ 平成１９年１１月３０日

３８７３０００１２３ 有限会社オフィスワン 愛媛県新居浜市篠場町１０
番２３号 介護予防通所介護 デイサービスみどり 愛媛県四国中央市土居町

上野２１６２番地１ 平成１９年１１月３０日

３８６０１９０３９０ 医療法人友朋会 愛媛県松山市溝辺町甲３３
１番地 介護予防訪問看護 訪問看護ステーションり

つりん
愛媛県松山市畑寺町１２－
１０ 平成１９年１２月５日

３８１３９１００４３ 医療法人友和会 愛媛県北宇和郡鬼北町近
永１５１７番地３

介護予防通所リハ
ビリテーション 篠原医院 愛媛県北宇和郡鬼北町大

字近永１５１７番地３ 平成１９年１２月１０日

３８７０１０６６７５ 有限会社ティーエムコー
ポレーション

愛媛県松山市北斎院町１０
７２番地１ 介護予防通所介護 マウマカンデ菫 愛媛県松山市枝松三丁目

１番１３号 平成１９年１２月２１日

介 護 保 険
事業者番号

指定介護療養型医療
施 設 の 開 設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
辞退に係る指定介護療養型医療施設

届出年月日
名 称 所 在 地

３８１３９１０２４１ 医療法人鈴木外科 愛媛県宇和島市吉田町北
小路甲９６番地２

介護療養型医療施
設 鈴木外科 愛媛県宇和島市吉田町北

小路甲９６番地２ 平成１９年１１月３０日

愛 媛 県 報平成２０年２月５日 第１９３５号
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３ 起業地

� 収用の部分

愛媛県松山市古川北三丁目地内

� 使用の部分

なし

４ 事業の認定をした理由

申請に係る事業は、以下のとおり、土地収用法第２０条各号の要

件をすべて充足すると判断されるため、事業の認定をしたもので

ある。

� 土地収用法第２０条第１号の要件への適合性について

申請に係る事業は、愛媛県松山市古川北三丁目地内を起業地

とする「（仮称）松山市保健センター南部分室及び南部児童セ

ンター整備事業」（以下「本件事業」という。）である。

本件事業は、松山市が設置する地域保健法（昭和２２年法律第

１０１号）第１８条に基づく市町村保健センター及び社会福祉法

（昭和２６年法律第４５号）第２条第３項の第二種社会福祉事業の

用に供する児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第４０条に基づ

く児童センターであることから、土地収用法第３条第３１号の

「地方公共団体が設置する直接その事務又は事業の用に供する

施設」及び同条第２３号の「社会福祉法による社会福祉事業の用

に供する施設」に関する事業に該当する。

したがって、本件事業は、土地収用法第２０条第１号の要件を

充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第２号の要件への適合性について

本件事業は、松山市議会において松山市一般会計予算の議決

を受け施行するものであることから、松山市は、本件事業を施

行する権能を有するものと認められる。

したがって、本件事業は、土地収用法第２０条第２号の要件を

充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第３号の要件への適合性について

ア 事業の施行により得られる公共の利益

松山市の保健福祉行政は、「健やかで安心して暮らせる支

え合い社会の構築」を基本理念とした諸施策を実施している。

そのうち、地域保健分野においては、「松山市ヘルスプロ

モーションプラン」を策定し、市民の主体的な健康増進の取

り組みを支援するため、松山市保健センターにおいて、健康

診断、健康相談及び一次予防の各種事業を実施しているが、

利用頻度が高いため、今後の実施計画、組織体系等がひっ迫

している。その上、近時の健康志向、高齢人口の増加等によ

り、更なる利用者の増加が見込まれ、保健センターの整備が

必要となっている。

一方、児童福祉分野においては、「松山市次世代育成支援

行動計画」を策定し、地域児童を健全に育成する拠点施設と

なる児童館事業に取り組んでいるが、松山市の人口の約２０％

を擁する南部地域（石井・余土・浮穴地区）には、児童館が

設置されておらず、現在も人口が増加していることなどから、

児童の健全育成の場を確保する必要が生じている。

本件事業の施行によって、松山市南部地域に保健センター

及び児童センターが整備され、地域に密着した保健、子育て

支援等のサービスを総合的・一体的に提供することが可能に

なるものと認められる。

また、本件事業の施行による生活環境等に及ぼす影響につ

いては、環境影響評価法（平成９年法律第８１号）等による環

境影響評価の対象となる大規模で環境への大きな影響を及ぼ

すおそれのある事業ではなく、その運営によって、大気や土

壌汚染、水質汚濁、騒音、悪臭といった悪影響のおそれもな

いことから、周辺環境への影響は極めて小さいものと考えら

れる。

したがって、本件事業の施行により得られる公共の利益は、

相当程度存在するものと認められる。

イ 事業の施行により失われる利益

本件事業地内には、起業者が保護のため特別の措置を講ず

べき動植物、文化財等は見受けられない。

したがって、本件事業の施行により失われる利益は軽微で

あると認められる。

ウ 代替案の検討

本件事業に係る起業地の選定に当たっては、自然的条件、

社会的条件及び経済的条件による３案の比較検討を行い、総

合的に最も優れた案を採用しているものと認められる。

エ 比較衡量

アで述べた得られる公共の利益とイで述べた失われる利益

を比較衡量した結果、本件事業の施行により得られる利益が

失われる利益に優越すると認められるとともに、ウで述べた

ように本件事業の事業計画は他の代替案と比較して最も合理

的であると認められる。

以上により、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄

与するものと認められるので、土地収用法第２０条第３号の要件

を充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第４号の要件への適合性について

ア 事業を早急に施行する必要性

現在の保健センターでは、施設、人員ともに今後の需要増

への対応が困難な状況であり、また、松山市南部地域には児

童館が設置されておらず、児童の健全育成の場が十分に確保

されていない状況であることから、早期に保健センター及び

児童センターを整備する必要があると認められる。

したがって、本件事業を早期に施行する必要性が高いもの

と認められる。

イ 起業地の範囲の合理性

本件事業に係る起業地の範囲は、本件事業の目的を達成す

るために必要な範囲であると認められる。また、収用の範囲

は、すべて本件事業の用に恒久的に供される範囲にとどめら

れていることから、合理的であると認められる。

以上により、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があ

ると認められるため、土地収用法第２０条第４号の要件を充足す

ると判断される。

� 結論

以上のとおり、本件事業は、土地収用法第２０条各号の要件を

すべて充足すると判断される。

５ 土地収用法第２６条の２の規定に基づく図面の縦覧場所

松山市役所

�愛媛県告示第１３６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

愛 媛 県 報平成２０年２月５日 第１９３５号
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その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 六軒家石手線
松山市石手三丁目甲５１９番２から

同市石手三丁目甲５１９番８まで
平成２０年２月５日

〃 〃
松山市石手三丁目甲５５０番地先から

同市石手三丁目甲５５１番４まで
〃

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 松山松前伊予線 松山市雄郡一丁目１５１番２ 平成２０年２月５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宇和島下波津島線
宇和島市津島町北灘字家ノ後第１号９番９から

同字第１号９番１０まで

旧 １１．７～１３．４ ０．０２９

新 ２０．３～３０．０ ０．０２９

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 宇和島下波津島線
宇和島市津島町北灘字家ノ後第１号９番９から

同字第１号９番１０まで
平成２０年２月５日

愛 媛 県 報平成２０年２月５日 第１９３５号
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�愛媛県告示第１４３号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５条第６項において準用

する同条第１項の規定に基づき、次のように都市計画区域を変更す

る。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画区域の名称

八幡浜都市計画区域

（八幡浜都市計画区域及び保内都市計画区域を一の都市計画区域

とし、八幡浜都市計画区域とする。）

２ 都市計画区域を変更する土地の区域

� 新たに都市計画区域に含まれる土地の区域

なし

� 都市計画区域から除外される土地の区域

なし

�������
�愛媛県告示第１４４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１８条第１項の規定に基づ

き、次の都市計画を決定した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画の種類及び名称

八幡浜都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針

２ 都市計画を定める土地の区域

八幡浜都市計画区域

�������
�愛媛県告示第１４５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１８条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を決定した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画の種類及び名称

松山広域都市計画都市高速鉄道 四国旅客鉄道㈱予讃線

２ 都市計画を定める土地の区域

松山市古三津四丁目、古三津五丁目、山西町、古三津町、衣山

四丁目、衣山五丁目、美沢二丁目、朝日ヶ丘二丁目、美沢一丁目、

朝美二丁目、愛光町、辻町、南江戸一丁目、竹原二丁目、竹原三

丁目、空港通一丁目、雄郡二丁目、小栗町、小栗七丁目、土居田

町、保免上一丁目、保免上二丁目、保免中一丁目、保免中二丁目、

保免中三丁目、市坪西町、市坪北二丁目、市坪南二丁目及び市坪

南三丁目の各一部

伊予市宮下、上野及び上三谷の各一部

伊予郡松前町大字中川原、出作、神崎、鶴吉及び横田の各一部

�愛媛県告示第１４１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 長浜中村線
大洲市多田甲９４０番５から

同市多田甲８５７番２まで

旧 ５．８～１２．１
６．５

０．３２０
０．３２０

新 ６．５～８．５ ０．３２０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 長浜中村線
大洲市多田１４３２番２から

同市多田１４３３番２まで
平成２０年２月５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宇和三瓶線
西予市三瓶町津布理２２４７番５から

同町津布理３００５番５まで

旧 ５．０～７８．０
９．０～７８．０

１．５１７
０．６９５

新 ９．０～７８．０ ０．６９５

愛 媛 県 報平成２０年２月５日 第１９３５号
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�愛媛県告示第１４６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画の種類及び名称

松山広域都市計画臨港地区 松山臨港地区

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 松山市西垣生町、南吉田町、北吉田町、大可

賀三丁目、海岸通、三津ふ頭、三津一丁目、

三津二丁目、三津三丁目、高浜町一丁目、高

浜町二丁目、高浜町三丁目、高浜町六丁目、

勝岡町、和気町二丁目、門田町、由良町、泊

町の各一部

� 削除する部分 なし

�������
�愛媛県告示第１４７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画の種類及び名称

松山広域都市計画道路 ３・２・４ 大手町通線

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 松山市南江戸一丁目、三番町八丁目及び大手

町二丁目

� 削除する部分 松山市大手町二丁目及び宮田町

�������
�愛媛県告示第１４８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画の種類及び名称

松山広域都市計画道路 ３・３・９ 千舟町空港線

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 松山市南江戸一丁目、三番町八丁目及び千舟

町八丁目

� 削除する部分 なし

�������
�愛媛県告示第１４９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画の種類及び名称

松山広域都市計画道路 ３・４・２２ 松山駅前竹原線

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 松山市大手町二丁目、三番町八丁目及び千舟

町八丁目

� 削除する部分 なし

�������
�愛媛県告示第１５０号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画の種類及び名称

松山広域都市計画道路 ３・２・２４ 松山駅西口南江戸線

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 松山市南江戸一丁目及び南江戸五丁目

� 削除する部分 松山市南江戸一丁目

�������
�愛媛県告示第１５１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画の種類及び名称

松山広域都市計画道路 ３・２・６０ 松山駅北東西線

２ 都市計画を定める土地の区域

松山市宮田町、南江戸一丁目及び辻町
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�愛媛県告示第１５２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画の種類及び名称

松山広域都市計画道路 ３・２・６１ 松山駅西南北線

２ 都市計画を定める土地の区域

松山市辻町及び南江戸一丁目

�������
�愛媛県告示第１５３号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更したいので、同条第２項において準

用する同法第１７条第１項の規定により、その都市計画の変更の案を

愛媛県庁及び松山市役所において告示の日から２週間公衆の縦覧に

供する。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画の種類及び名称

松山広域都市計画道路

１・４・１ 自動車専用松山外環状線

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 松山市余戸南二丁目、余戸南三丁目、余戸南

愛 媛 県 報平成２０年２月５日 第１９３５号
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四丁目、余戸南五丁目、余戸西一丁目、余戸

西二丁目、余戸西三丁目、余戸西四丁目、東

垣生町、久保田町、南吉田町、高岡町及び北

吉田町の各一部

� 削除する部分 松山市余戸南二丁目の一部

�������
�愛媛県告示第１５４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更したいので、同条第２項において準

用する同法第１７条第１項の規定により、その都市計画の変更の案を

愛媛県庁及び松山市役所において告示の日から２週間公衆の縦覧に

供する。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画の種類及び名称

変 更 前 変 更 後

松山広域都市計画道路
３・３・１１ 三津南吉田線

松山広域都市計画道路
３・３・１１ 三津北吉田線

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 なし

� 削除する部分 松山市南吉田町及び北吉田町の各一部

�������
�愛媛県告示第１５５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更したいので、同条第２項において準

用する同法第１７条第１項の規定により、その都市計画の変更の案を

愛媛県庁及び松山市役所において告示の日から２週間公衆の縦覧に

供する。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画の種類及び名称

松山広域都市計画道路 ３・４・５６ 余戸北吉田線

２ 都市計画を定める土地の区域

松山市余戸南三丁目、余戸南四丁目、余戸南五丁目、余戸西一

丁目、余戸西二丁目、余戸西三丁目、余戸西四丁目、東垣生町、

久保田町、南吉田町、高岡町及び北吉田町の各一部

�������
�愛媛県告示第１５６号
愛媛県環境影響評価条例（平成１１年愛媛県条例第１号）第４１条第

２項及び愛媛県環境影響評価条例施行規則（平成１１年愛媛県規則第

２７号）第５２条の規定により読み替えて適用される同条例第２１条第２

項の規定により、次の都市計画事業に係る環境影響評価書を作成し

たので、同条例第４１条第２項及び同規則第５２条の規定により読み替

えて適用される同条例第２３条の規定により、次のとおり公告する。

平成２０年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画決定権者の名称

愛媛県

２ 都市計画対象事業の名称、種類及び規模

� 名称

松山広域都市計画都市高速鉄道

四国旅客鉄道株式会社 予讃線

� 種類

普通鉄道に係る鉄道施設の改良

� 規模

延長 約５．９キロメートル

３ 都市計画対象事業が実施されるべき区域

松山市美沢二丁目、朝日ヶ丘二丁目、美沢一丁目、朝美二丁目、

愛光町、辻町、南江戸一丁目、竹原二丁目、竹原三丁目、空港通

一丁目、土居田町、保免上一丁目、保免上二丁目、保免中一丁目、

保免中二丁目、保免中三丁目、市坪西町、市坪北二丁目及び市坪

南二丁目の各一部

伊予市上野及び上三谷の各一部

伊予郡松前町大字出作、神崎及び鶴吉の各一部

４ 関係地域の範囲

松山市、伊予市及び伊予郡松前町

５ 環境影響評価書及び要約書の縦覧の場所、期間及び時間

� 縦覧場所

愛媛県庁、松山市役所、伊予市役所及び松前町役場

� 縦覧期間

平成２０年２月５日から３月４日まで

（土曜日、日曜日及び祝日は除く）

� 縦覧時間

愛媛県 ８時３０分から１７時３０分まで

松山市 ８時３０分から１７時１５分まで

伊予市 ８時３０分から１７時３０分まで

松前町 ８時３０分から１７時３０分まで

�愛媛県教育委員会規則第１号
愛媛県県立学校教職員設置規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２０年２月５日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県県立学校教職員設置規則等の一部を改正する規則

（愛媛県県立学校教職員設置規則の一部改正）

第１条 愛媛県県立学校教職員設置規則（昭和３１年愛媛県教育委員会規則第１９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

愛 媛 県 報平成２０年２月５日 第１９３５号
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改 正 後 改 正 前

第４条 省略

２ 省略

３ 教務主任及び学年主任は、それぞれ学校教育法施行規則（昭和２２

年文部省令第１１号。以下「施行規則」という。）第１０４条第１項、

第１１３条第１項及び第１３５条第１項 において準用する施行規則

第４４条第４項及び第５項 に規定する職務に従事する。

第５条 省略

２ 省略

３ 保健主事は、施行規則第１０４条第１項、第１１３条第１項及び第１３５

条第１項 において準用する施行規則第４５条第４項 に規定す

る職務に従事する。

第６条 省略

２ 省略

３ 生徒指導主事は、施行規則第１０４条第１項、第１１３条第１項並びに

第１３５条第４項及び第５項 において準用する施行規則第７０条

第４項 に規定する職務に従事する。

第７条 省略

２ 省略

３ 進路指導主事は、施行規則第１０４条第１項、第１１３条第１項並びに

第１３５条第４項及び第５項 において準用する施行規則第７１条

第３項 に規定する職務に従事する。

第８条 省略

２ 省略

３ 学科主任及び農場長は、それぞれ施行規則第８１条第４項及び第５

項（施行規則第１３５条第５項 において準用する場合を含む。）

に規定する職務に従事する。

第９条 省略

２ 省略

３ 第１項に規定する寮務主任及び舎監は、それぞれ施行規則第１２４

条第４項及び第５項 に規定する職務に従事する。

第１０条 省略

２ 省略

３ 各部の主事は、施行規則第１２５条第２項 に規定する職務に従事

する。

第４条 省略

２ 省略

３ 教務主任及び学年主任は、それぞれ学校教育法施行規則（昭和２２

年文部省令第１１号。以下「施行規則」という。）第６５条第１項、第

６５条の１０第１項及び第７３条の１６第１項において準用する同規則第

２２条の３第３項及び第４項に規定する職務に従事する。

第５条 省略

２ 省略

３ 保健主事は、施行規則第６５条第１項、第６５条の１０第１項及び第７３

条の１６第１項において準用する同規則第２２条の４第３項に規定す

る職務に従事する。

第６条 省略

２ 省略

３ 生徒指導主事は、施行規則第６５条第１項、第６５条の１０第１項並び

に第７３条の１６第４項及び第５項において準用する同規則第５２条の

２第３項に規定する職務に従事する。

第７条 省略

２ 省略

３ 進路指導主事は、施行規則第６５条第１項、第６５条の１０第１項並び

に第７３条の１６第４項及び第５項において準用する同規則第５２条の

３第２項に規定する職務に従事する。

第８条 省略

２ 省略

３ 学科主任及び農場長は、それぞれ施行規則第５６条の２第３項及び

第４項（同規則第７３条の１６第５項において準用する場合を含む。）

に規定する職務に従事する。

第９条 省略

２ 省略

３ 第１項に規定する寮務主任及び舎監は、それぞれ施行規則第７３

条の４第３項及び第４項に規定する職務に従事する。

第１０条 省略

２ 省略

３ 各部の主事は、施行規則第７３条の５第２項に規定する職務に従事

する。

（学校教育法施行細則の一部改正）

第２条 学校教育法施行細則（昭和３１年愛媛県教育委員会規則第２０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（設置の認可申請又は届出手続）

第４条 法第４条又は令第２３条若しくは第２５条の規定により学校又

は分校の設置の認可申請又は届出をしようとするときは、規則第３

条又は第７条に規定する書類のほか、次の書類を添えて県委員会に

申請し、又は届け出なければならない。

�～� 省略

２ 規則第３条及び第７条に規定する図面は、次の各号に定める要件

を具備する図面でなければならない。

�・� 省略

（位置の変更の認可申請又は届出手続）

第５条 令第２３条、第２５条又は第２６条の規定により学校の位置の変更

（設置の認可申請又は届出手続）

第４条 法第４条又は令第２３条若しくは第２５条の規定により学校又

は分校の設置の認可申請又は届出をしようとするときは、規則第３

条又は第６条に規定する書類のほか、次の書類を添えて県委員会に

申請し、又は届け出なければならない。

�～� 省略

２ 規則第３条及び第６条に規定する図面は、次の各号に定める要件

を具備する図面でなければならない。

�・� 省略

（位置の変更の認可申請又は届出手続）

第５条 令第２３条、第２５条又は第２６条の規定により学校の位置の変更
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の認可申請又は届出をしようとするときは、規則第５条 に規定

する書類のほか、前条第１項第２号から第７号まで、第９号及び第

１０号に規定する書類、同条第２項に規定する図面並びに校長の意見

書を添えて県委員会に申請し、又は届け出なければならない。

（設置者変更の認可申請又は届出手続）

第６条 法第４条又は令第２５条の規定により学校の設置者の変更の

認可申請又は届出をしようとするときは、規則第１４条 に規定す

る書類のほか、関係市町又は学校組合の議会の変更議決書謄本及び

予算議決書謄本を添えて県委員会に申請し、又は届け出なければな

らない。

（廃止の認可申請又は届出手続）

第７条 法第４条、令第２３条又は第２５条の規定により学校又は分校の

廃止の認可申請又は届出をしようとするときは、規則第１５条 に

規定する書類のほか、第４条第１項第２号に規定する書類を添えて

県委員会に申請し、又は届け出なければならない。

（課程等の設置又は廃止の認可申請又は届出手続）

第８条 法第４条又は令第２３条の規定により高等学校の全日制の課

程、定時制の課程、通信制の課程、学科、専攻科若しくは別科の設

置又は廃止の認可申請又は届出をしようとするときは、規則第１１

条 又は第１５条 に規定する書類のほか、第４条第１項に規定す

る必要な書類及び同条第２項に規定する図面を添えて県委員会に

申請し、又は届け出なければならない。

（二部授業実施の届出手続）

第９条 令第２５条の規定により二部授業を行うことについての届出

をしようとするときは、規則第９条に規定する書類のほか、次の書

類を添えて県委員会に届け出なければならない。

�～� 省略

（懲戒）

第１２条 省略

２ 法第１１条及び規則第２６条の規定により生徒に退学を命じたとき

又は児童生徒に対する懲戒のうち重要若しくは異例な懲戒を行つ

たときは、校長は、速やかに次の事項を具し、県委員会教育長（以

下「教育長」という。）に報告しなければならない。

�～� 省略

（表簿）

第１４条 県立学校に備えなければならない表簿は、規則第２８条に規定

するもののほか、おおむね次のとおりとする。

�～� 省略

２・３ 省略

（指導要録の様式及び編製）

第２６条 規則第２４条第１項 の規定により、県立の高等学校の校長

が作成する指導要録の様式及び編製については、別に定める。

２ 規則第２４条第２項 の規定により、県立の高等学校の校長が作

成する指導要録の抄本の様式は、別に定める。

第５章 中等教育学校

第６章 特別支援学校

第７章 専修学校

（準用条文）

第３０条 第４条から第７条までの規定は、専修学校に、これを準

用する。

の認可申請又は届出をしようとするときは、規則第４条の２に規定

する書類のほか、前条第１項第２号から第７号まで、第９号及び第

１０号に規定する書類、同条第２項に規定する図面並びに校長の意見

書を添えて県委員会に申請し、又は届け出なければならない。

（設置者変更の認可申請又は届出手続）

第６条 法第４条又は令第２５条の規定により学校の設置者の変更の

認可申請又は届出をしようとするときは、規則第７条の６に規定す

る書類のほか、関係市町又は学校組合の議会の変更議決書謄本及び

予算議決書謄本を添えて県委員会に申請し、又は届け出なければな

らない。

（廃止の認可申請又は届出手続）

第７条 法第４条、令第２３条又は第２５条の規定により学校又は分校の

廃止の認可申請又は届出をしようとするときは、規則第７条の７に

規定する書類のほか、第４条第１項第２号に規定する書類を添えて

県委員会に申請し、又は届け出なければならない。

（課程等の設置又は廃止の認可申請又は届出手続）

第８条 法第４条又は令第２３条の規定により高等学校の全日制の課

程、定時制の課程、通信制の課程、学科、専攻科若しくは別科の設

置又は廃止の認可申請又は届出をしようとするときは、規則第７条

の３又は第７条の７に規定する書類のほか、第４条第１項に規定す

る必要な書類及び同条第２項に規定する図面を添えて県委員会に

申請し、又は届け出なければならない。

（二部授業実施の届出手続）

第９条 令第２５条の規定により二部授業を行うことについての届出

をしようとするときは、規則第７条に規定する書類のほか、次の書

類を添えて県委員会に届け出なければならない。

�～� 省略

（懲戒）

第１２条 省略

２ 法第１１条及び規則第１３条の規定により生徒に退学を命じたとき

又は児童生徒に対する懲戒のうち重要若しくは異例な懲戒を行つ

たときは、校長は、速やかに次の事項を具し、県委員会教育長（以

下「教育長」という。）に報告しなければならない。

�～� 省略

（表簿）

第１４条 県立学校に備えなければならない表簿は、規則第１５条に規定

するもののほか、おおむね次のとおりとする。

�～� 省略

２・３ 省略

（指導要録の様式及び編製）

第２６条 規則第１２条の３第１項の規定により、県立の高等学校の校長

が作成する指導要録の様式及び編製については、別に定める。

２ 規則第１２条の３第２項の規定により、県立の高等学校の校長が作

成する指導要録の抄本の様式は、別に定める。

第４章の２ 中等教育学校

第５章 特別支援学校

第６章 幼稚園

（準用条文）

第３０条 第２６条の規定は、県立の幼稚園に、これを準用する。

第６章の２ 専修学校

（準用条文）

第３０条の２ 第４条から第７条までの規定は、専修学校に、これを準

用する。
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２ 省略

第８章 各種学校

第９章 補則

２ 省略

第７章 各種学校

第８章 補則

（愛媛県県立学校管理規則の一部改正）

第３条 愛媛県県立学校管理規則（昭和３１年愛媛県教育委員会規則第２１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（学年）

第４条 高等学校の学年は、学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令

第１１号。以下「施行規則」という。）第１０４条第１項において準用

する施行規則第５９条の定めるところによる。

２ 中等教育学校の学年は、施行規則第１１３条第１項において準用す

る施行規則第５９条の定めるところによる。

（休業日）

第６条 省略

２・３ 省略

４ 学年による教育課程の区分を設けない定時制の課程の休業日は、

第１項及び前項に規定する日のほか施行規則第１０４条第１項におい

て準用する施行規則第６１条第１号及び第２号に掲げる日とする。

５ 省略

（臨時休業日の報告）

第９条 施行規則第１０４条又は第１１３条において準用する施行規則第

６３条の規定により臨時休業を行つたときは、校長は、次の事項を具

し、速やかに教育長に報告しなければならない。

�～� 省略

（高等学校の入学及び編入学）

第４２条 高等学校に入学することのできる者は、学校教育法第５７条及

び施行規則第９５条に定める者でなければならない。

２ 第１学年の途中又は第２学年以上に入学することのできる者は、

施行規則第９１条に定める者でなければならない。

３ 省略

（高等学校の入学の許可）

第４４条 高等学校の入学は、施行規則第９０条第１項の規定により、校

長が許可する。

２ 施行規則第９０条第１項の規定による高等学校の入学者の選抜及

び志願手続は、別に定めるところによる。

（転学、転籍）

第４５条 施行規則第９２条第１項又は第２項に規定する高等学校への

転学又は転籍を希望する者は、別に定める通学区域に関する規定

によらなければならない。

（転学の手続）

第４６条 他の高等学校に転学を希望する生徒のあるときは、校長は、

施行規則第９２条第１項の規定により在学証明書及び単位修得証明

書を転学先の校長に送付しなければならない。

２ 転学先の校長は、教育上支障がない場合には、施行規則第９２条第

１項の規定により転学を許可することができる。

３ 省略

４ 校長は、施行規則第９２条第２項に規定する 全日制の課程及び定

時制の課程相互間の転学又は転籍については、修得した単位に応じ

て、相当学年に転入させることができる。

５ 省略

（学年）

第４条 高等学校の学年は、学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令

第１１号。以下「施行規則」という。）第６５条

の定めるところによる。

２ 中等教育学校の学年は、施行規則第６５条の１０

の定めるところによる。

（休業日）

第６条 省略

２・３ 省略

４ 学年による教育課程の区分を設けない定時制の課程の休業日は、

第１項及び前項に規定する日のほか施行規則第４７条第１項第１号

及び第２号 に掲げる日とする。

５ 省略

（臨時休業日の報告）

第９条 施行規則第６５条 又は第６５条の１０

の規定により臨時休業を行つたときは、校長は、次の事項を具

し、速やかに教育長に報告しなければならない。

�～� 省略

（高等学校の入学及び編入学）

第４２条 高等学校に入学することのできる者は、学校教育法第５７条及

び施行規則第６３条に定める者でなければならない。

２ 第１学年の途中又は第２学年以上に入学することのできる者は、

施行規則第６０条に定める者でなければならない。

３ 省略

（高等学校の入学の許可）

第４４条 高等学校の入学は、施行規則第５９条第１項の規定により、校

長が許可する。

２ 施行規則第５９条第１項の規定による高等学校の入学者の選抜及

び志願手続は、別に定めるところによる。

（転学、転籍）

第４５条 施行規則第６１条により高等学校に

転学又は転籍を希望する者は、別に定める通学区域に関する規定

によらなければならない。

（転学の手続）

第４６条 他の高等学校に転学を希望する生徒のあるときは、校長は、

施行規則第６１条第１項による 在学証明書及び単位修得証明書

を転学先の校長に送付しなければならない。

２ 転学先の校長は、教育上支障がない場合には、施行規則第６１条第

１項の規定により転学を許可することができる。

３ 省略

４ 校長は、施行規則第６１条第２項の規定により全日制の課程及び定

時制の課程相互間の転学又は転籍については、修得した単位に応じ

て、相当学年に転入させることができる。

５ 省略
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（留学）

第４６条の２ 校長は、施行規則第９３条第１項 の規定により、生徒

が外国の高等学校に留学することを許可することができる。

（休学、退学）

第４７条 高等学校の生徒が、休学又は退学をしようとするときは、施

行規則第９４条の規定により校長の許可を受けなければならない。

２ 省略

（入学資格の認定）

第４８条 施行規則第９５条第５号の規定による認定をするときは、中学

校の必修教科について中学校卒業程度の学力検査を行うものとす

る。

（幼稚部の入学の許可）

第５１条 幼稚部の入学は、満３歳から小学校就学の始期に達するまで

の幼児のうち、適当と認める者について校長が許可する。

（小学部又は中学部の退学）

第５２条 小学部又は中学部の全課程を修了する前に退学したときは、

施行令第１８条の定めるところによる。

第５３条から第５５条まで 削除

（留学）

第４６条の２ 校長は、施行規則第６１条の２第１項の規定により、生徒

が外国の高等学校に留学することを許可することができる。

（休学、退学）

第４７条 高等学校の生徒が、休学又は退学をしようとするときは、施

行規則第６２条の規定により校長の許可を受けなければならない。

２ 省略

（入学資格の認定）

第４８条 施行規則第６３条第５号の規定による認定をするときは、中学

校の必修教科について中学校卒業程度の学力検査を行うものとす

る。

第５１条 削除

第５２条 削除

（小、中学部の退学）

第５３条 小学部又は中学部の全課程を修了する前に退学したときは、

施行令第１８条の定めるところによる。

第５４条 削除

（幼稚部の入学の許可）

第５５条 幼稚部の入学は、満３歳から小学校就学の始期に達するまで

の幼児のうち、適当と認める者について校長が許可する。

（愛媛県県立学校学則の一部改正）

第４条 愛媛県県立学校学則（昭和３３年愛媛県教育委員会規則第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

第８条 入学、退学、転学、留学及び休学の許可については、管理規

則第４４条から第４７条まで、第４８条の４、第４８条の５、第４８条の８、

第５１条及び第５７条第３項の規定による。

第１４条の３ 省略

２ 特別支援学校の幼稚部、小学部及び中学部 については、

第８条（幼稚部については第９条）から第１４条までの規定は適用し

ない。

第１７条 懲戒は、学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）第

２６条及び学校教育法施行細則（昭和３１年愛媛県教育委員会規則第２０

号）第１２条の規定による。

第８条 入学、退学、転学、留学及び休学の許可については、管理規

則第４４条から第４７条まで、第４８条の４、第４８条の５、第４８条の８、

第５５条及び第５７条第３項の規定による。

第１４条の３ 省略

２ 特別支援学校の 小学部、中学部及び幼稚部については、

第８条（幼稚部については第９条）から第１４条までの規定は適用し

ない。

第１７条 懲戒は、学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）第

１３条及び学校教育法施行細則（昭和３１年愛媛県教育委員会規則第２０

号）第１２条の規定による。

（愛媛県教育委員会事務局組織規則の一部改正）

第５条 愛媛県教育委員会事務局組織規則（平成元年愛媛県教育委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（各課及び室の所掌事務）

第３条 省略

省略

特別支援教育課

�・� 省略

� 障害のある幼児、児童及び生徒 の就学及び入学等に

関すること。

（各課及び室の所掌事務）

第３条 省略

省略

特別支援教育課

�・� 省略

� 障害のある 児童、 生徒又は幼児の就学及び入学等に

関すること。
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教育委員会訓令

� 省略

� 教育上特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒 に

対する障害による学習上又は生活上の困難を克服するための教育

に関すること。

�～�省略

省略

� 省略

� 教育上特別の支援を必要とする 児童、 生徒及び幼児に

対する障害による学習上又は生活上の困難を克服するための教育

に関すること。

�～�省略

省略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県教育委員会訓令第１号
県 立 学 校

愛媛県県立学校教育課程基準の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２０年２月５日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県県立学校教育課程基準の一部を改正する訓令

愛媛県県立学校教育課程基準（昭和４８年３月愛媛県教育委員会訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（高等学校）

第１条 高等学校の教育課程については、次項に規定するものを除く

ほか、学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号。以下「施行

規則」という。）第８４条に規定する 高等学校学習指導要領

（平成１１年３月文部省告示第５８号）によらなければならない。

２ 省略

（中等教育学校）

第２条 中等教育学校の前期課程の教育課程については、施行規則第

７４条に規定する 中学校学習指導要領（平成１０年１２月文部省

告示第１７６号）及び施行規則第１０９条の規定に基づき定められた中等

教育学校並びに併設型中学校及び併設型高等学校の教育課程の基

準の特例を定める件（平成１０年１１月文部省告示第１５４号）によらな

ければならない。

２ 中等教育学校の後期課程の教育課程については、施行規則第８４

条に規定する 高等学校学習指導要領及び施行規則第１０９条

の規定に基づき定められた中等教育学校並びに併設型中学校及び

併設型高等学校の教育課程の基準の特例を定める件によらなけれ

ばならない。

（特別支援学校）

第３条 特別支援学校の教育課程については、次項に規定するものを

除くほか、施行規則第１２９条に規定する 特別支援学校幼稚部

教育要領（平成１１年３月文部省告示第６０号）、特別支援学校小学部・

中学部学習指導要領（平成１１年３月文部省告示第６１号）及び特別支

援学校高等部学習指導要領（平成１１年３月文部省告示第６２号）によ

らなければならない。

２ 省略

（高等学校）

第１条 高等学校の教育課程については、次項に規定するものを除く

ほか、学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号。以下「施行

規則」という。）第５７条の２の規定に基づく高等学校学習指導要領

（平成１１年３月文部省告示第５８号）によらなければならない。

２ 省略

（中等教育学校）

第２条 中等教育学校の前期課程の教育課程については、施行規則第

５４条の２の規定に基づく中学校学習指導要領（平成１０年１２月文部省

告示第１７６号）及び施行規則第６５条の１１第１項の規定に基づく中等

教育学校並びに併設型中学校及び併設型高等学校の教育課程の基

準の特例を定める件（平成１０年１１月文部省告示第１５４号）によらな

ければならない。

２ 中等教育学校の後期課程の教育課程については、施行規則第５７

条の２の規定に基づく高等学校学習指導要領及び施行規則第６５条

の１１第１項の規定に基づく中等教育学校並びに併設型中学校及び

併設型高等学校の教育課程の基準の特例を定める件によらなけれ

ばならない。

（特別支援学校）

第３条 特別支援学校の教育課程については、次項に規定するものを

除くほか、施行規則第７３条の１０の規定に基づく特別支援学校幼稚部

教育要領（平成１１年３月文部省告示第６０号）、特別支援学校小学部・

中学部学習指導要領（平成１１年３月文部省告示第６１号）及び特別支

援学校高等部学習指導要領（平成１１年３月文部省告示第６２号）によ

らなければならない。

２ 省略

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。
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�公 告

危険物取扱者試験の実施に関する公示

消防法（昭和２３年法律第１８６号）第１３条の５第１項の規定により、愛媛県知事から委任された危険物取扱者試験を次のとおり公示する。

平成２０年２月５日

財団法人 消防試験研究センター

理事長 白 谷 祐 二

１ 試験日・受験願書の受付期間及び受付場所等

区 分 試 験 日 受 付 期 間 受付場所（問い合わせ先） 提出方法

前 期

平成２０年

６月８日（日）

開始時間 １０時

４月７日（月）から

４月１６日（水）まで

必着

（財）消防試験研究センター 愛媛県支部

〒７９０‐０００３

松山市三番町４－１０－１

愛媛県三番町ビル１階

電話 ０８９‐９３２‐８８０８

受付時間 ８：３０～１７：００

郵送又は持参

後 期

平成２０年

１０月２６日（日）

開始時間 １０時

８月２５日（月）から

９月５日（月）まで

必着

２ 試験の種類別試験会場及び所在地

試験の種類 試 験 会 場 所 在 地 摘 要

甲種・乙種第１類

～第６類・丙種

危険物取扱者試験

新居浜工業高等専門学校

松山工業高等学校

八幡浜工業高等学校

新居浜市八雲町７－１

松山市真砂町１

八幡浜市古町２－３－１

試験会場については、人

数等の関係により、他の場

所に変更することがありま

す。

乙種第４類（科目

免除なし）・丙種

危険物取扱者試験

東予高等学校

今治工業高等学校

吉田高等学校

西条市周布６５０

今治市河南町１－１－３６

宇和島市吉田町北小路甲１０

３ 受験願書用紙・受験案内等の配布場所

� （財）消防試験研究センター 愛媛県支部

� 愛媛県県民環境部防災局消防防災安全課

� 愛媛県各地方局県民生活課

� 松山市消防局及び各市・町・地区消防本部

�公 告

消防設備士試験の実施に関する公示

消防法（昭和２３年法律第１８６号）第１７条の９第１項の規定により、愛媛県知事から委任された消防設備士試験を次のとおり公示する。

平成２０年２月５日

財団法人 消防試験研究センター

理事長 白 谷 祐 二

１ 試験日・受験願書の受付期間及び受付場所等

試 験 日 受 付 期 間 受付場所（問い合わせ先） 提出方法

平成２０年８月１０日（日）

開始時間 ９時

６月２３日（月）から

７月４日（金）まで

必着

（財）消防試験研究センター 愛媛県支部

〒７９０‐０００３

松山市三番町４－１０－１

愛媛県三番町ビル１階

電話 ０８９‐９３２‐８８０８

受付時間 ８：３０～１７：００

郵送又は持参

２ 試験の種類別試験会場及び所在地

試験の種類 試 験 会 場 所 在 地

甲種特類・甲種１類～５

類・乙種１類～７類

消防設備士試験

愛媛大学 松山市文京町３
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３ 受験願書用紙・受験案内等の配布場所

� （財）消防試験研究センター 愛媛県支部

� 愛媛県県民環境部防災局消防防災安全課

� 愛媛県各地方局県民生活課

� 松山市消防局及び各市・町・地区消防本部

平成２０年２月５日 発行
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